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１【提出理由】

　当社において特定子会社の異動がありましたので、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する

内閣府令第19条第２項第３号に基づき、本臨時報告書を提出するものであります。

 

２【報告内容】

(1）当該異動に係る特定子会社の名称、住所、代表者の氏名、資本金及び事業の内容

名称　　　　　　ＫＧランドニューヨークコーポレーション

住所　　　　　　アメリカ合衆国ニューヨーク州

代表者の氏名　　代表取締役　　江口　貢

資本金　　　　　327,281千米ドル

事業の内容　　　不動産事業

 

名称　　　　　　クマガイインターナショナルリミテッド

住所　　　　　　中国香港特別行政区

代表者の氏名　　代表取締役　　一ノ瀬　勝美

資本金　　　　　105,443千香港ドル

事業の内容　　　海外ＰＦＩ事業

 

名称　　　　　　クマガイオーストラリアファイナンスＰＴＹ.リミテッド

住所　　　　　　オーストラリアニューサウスウェールズ州

代表者の氏名　　代表取締役　　橋爪　伸浩

資本金　　　　　5,352千オーストラリアドル

事業の内容　　　海外ＰＦＩ事業

 

名称　　　　　　クマガイオーストラリアＰＴＹ.リミテッド

住所　　　　　　オーストラリアニューサウスウェールズ州

代表者の氏名　　代表取締役　　橋爪　伸浩

資本金　　　　　268,399千オーストラリアドル

事業の内容　　　海外ＰＦＩ事業

 

(2）当該異動の前後における当社の所有に係る当該特定子会社の議決権の数及び総株主等の議決権に対する割合

ＫＧランドニューヨークコーポレーション

①　当社の所有に係る特定子会社の議決権の数

異動前　　18,787個（うち間接所有：18,787個）

異動後　　18,787個（うち間接所有：18,787個）

②　総株主等の議決権に対する割合

異動前　　 30.57％（うち間接所有：30.57％）

異動後　　 72.08％（うち間接所有：72.08％）

 

クマガイインターナショナルリミテッド

①　当社の所有に係る特定子会社の議決権の数

異動前　　18,787個（うち間接所有：18,787個）

異動後　　18,787個（うち間接所有：18,787個）

②　総株主等の議決権に対する割合

異動前　　 30.57％（うち間接所有：30.57％）

異動後　　 72.08％（うち間接所有：72.08％）

 

クマガイオーストラリアファイナンスＰＴＹ.リミテッド

①　当社の所有に係る特定子会社の議決権の数

異動前　　18,787個（うち間接所有：18,787個）

異動後　　18,787個（うち間接所有：18,787個）

②　総株主等の議決権に対する割合

異動前　　 30.57％（うち間接所有：30.57％）

異動後　　 72.08％（うち間接所有：72.08％）
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クマガイオーストラリアＰＴＹ.リミテッド

①　当社の所有に係る特定子会社の議決権の数

異動前　　18,787個（うち間接所有：18,787個）

異動後　　18,787個（うち間接所有：18,787個）

②　総株主等の議決権に対する割合

異動前　　 30.57％（うち間接所有：30.57％）

異動後　　 72.08％（うち間接所有：72.08％）

 

(3）当該異動の理由及びその年月日

①　異動の理由

　ニューリアルプロパティ株式会社（以下、「同社」という）は平成27年11月より当社の持分法適用関連会社と

なっておりますが、平成28年５月27日付で、同社は自己株式の取得を実行し、当社の特定子会社となりました。こ

れに伴い、当社が保有する同社の議決権所有割合が増加した結果、同社は当社の連結子会社となり、上記４社は同

社の子会社であることから当社の連結子会社となりました。なお、上記４社の資本金の額は当社の資本金の額の

100分の10以上に相当するため、特定子会社に該当することになります。

 

②　異動の年月日

平成28年５月27日

 

以　上
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